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第 １ 章 
序論 
 
1.1 研究の背景 
２１世紀は、個人用パソコン、携帯電話そしてインターネットなどＩＴ技術

の革新により、情報インフラストラクチャーの高度化とその利用がますます高

まってきた。このため、我々の日常生活は、経済活動の時間的、空間的隔たり

という壁を打ち破り、情報へのアクセスを容易し、企業と企業、企業と市場、

また市場と市場の取引が可能になるグローバル経済になった。このような時代

の変革に連れて、社会の人口構成、人のライフスタイルが大きく変わって来た。

顧客、消費者のニーズは多様化し、急速的に変化することで経済市場は複雑に

なる一方である。顧客のニーズが、見えるモノからコトに変わり、客観的なニ

ーズだけと限られず、人間のこころを考慮する心理的なニーズも求められてい

る。顧客を満足させるため、顧客のニーズを知り、企業には新たなイノベーシ

ョンが必要になる。そして世界的な不景気を乗り越え、産業の空洞化を克服す

るため、長期的な経営を目指すため、企業は新たなイノベーションをしなけれ

ばならない。このように急速に変化する環境で、企業は自らの事業領域におい

て競争優位性を構築、強化するだけではなく、資源を有効活用し、他の事業間

と連携する共創活動がますます重要となってきた。こうした共創活動は、市場

情報の把握、技術支援など、いろいろな目的で、企業と企業の連携、産学官連

携、様々な連携活動の形で、業界、地域などを越えて盛んに行われている。 

共創活動において、複数の組織は価値共創をすることにより、それぞれの組

織が持つコア技術とコアノウハウなどを組み合わせ、統合する。それによって、

新たな製品、サービスを作り上げることが可能になり、ビジネス成功と組織成
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長の可能性を高める。そして、市場の競争優位を保つことができる。こうした

共創活動は、新たな経済価値を作り出すため、双方が新しい知識を創造するた

めに支援し合う活動と考えることができる。しかしながら、共創システムに関

するフレームワークやシステム論的な議論は、今までに余りに論議されていな

い。即ちこうした企業組織の間の共創活動において、いかにして新しい知識が

うみだされ、どのような支援が必要であるか関して、これまでの研究は明らか

にしていない。 

一方、２１世紀はサービスが重視され、サービスの時代であると言われてい

る。サービスサイエンスはサービス業、情報産業及び知識産業に共通のテーマ

になり、サービスに関する研究が盛んに行われている。サービスドミナントロ

ジック(SDL: Service Dominant logic)や劇場のアナロジーするサービス

（Service as a theater）など、サービスに関する多様な新たな考え方が提案

されている。これらのサービスに関する議論では、サービスを受ける人がサー

ビスに対してどのような価値を認識するのか、いわゆる“value in use”が重

要な論点である。即ちこれらのサービス価値に関する議論は、サービスの効率

性に繋がり、サービスをビジネス化する上で重要である。サービスの議論はサ

ービス提供者と利用者の関係、サービスの価値提供プロセス、そして顧客への

効用など様々の側面から議論され、サービスが「人や組織がその目的を達成す

るために必要な活動を支援することである」と捉えることもある。即ち、これ

はサービスが人の目標を達する支援プロセスであると認識している。近年、サ

ービスサイエンスの視点で知識創造の共創活動を捉える動きもある。 
本論文は、組織の間の共創事例を用い、共創活動をサービス行為と捉え、ビ

ジネスを成功する共創のマネジメントに関する有効な方法論を述べる。   
 
 

 

1.2 研究の目的 
本研究では、サービスアプローチに基づいて、企業の共創活動に対する新た

な共創フレームワークを提案する。これは、知識創造を目標とする組織と組織

の共創活動において、互いに情報を提供することや支援行動などをサービス行
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為と捉え、共創システムをサービスシステムと捉える。そして、サービスを有

効な行為とするために、サービス効率化に係わる人間的要素を取り上げ、サー

ビス場の概念を導入する。サービス場を同定することにより、共創活動におけ

る双方に対する必要なサービス（情報、技術、他の支援行為など）を明らかに

して、サービス行為を効率化する。これを繰り返すことによって、目的とする

知識、サービス、技術などの創造ができるという価値共創プロセスを形成する。

提案する価値創造の共創フレームワークは、共創活動における共創者間の相対

関係を含み、人間性を重視するサービス視点に基づき、サービス提供者と受容

者が入れ替わる、すなわち主客同一の関係を包含するサービスプロセスから構

成され、サービスの効率化で知識創造を加速する。最後は、成功した企業の共

創事例として、エネルギーサービスビジネスを取り上げ、提案の共創フレーム

ワークの有効性を実証する。 
 
 

 

1.3 リサーチ・クエスチョン 
本研究では、企業と企業の間の成功ビジネス事例を用い、価値創造の共創プ

ロセスをサービスプロセスと捉え、共創の目的すなわちビジネスの成功に至る

共創システムを明らかにすることで、以下の MRQと SRQを設定する。 

 

MRQ:企業間の共創活動における相互関係者は、どのようにサービスを相互提

供し合い、価値創造を加速するか？  

 

SRQ1.どんな要素が企業間の共創活動に影響するか？価値創造を加速するた

めに、どんな人間性の要素を考える必要があるか？ 

 

SRQ2. 企業間の共創活動における価値創造のサービス場はどんなものである

か？ 

 

SRQ3. 企業間の共創活動において、価値創造を加速するサービスプロセスは
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どのようになっているか？  

 

 

 

1.4 研究の意義 
本研究の「価値創造における企業共創フレームワークの提案」は組織間の共

創のマネジメントに対して新しい提案である。人間性を重視するサービス視点

を共創活動に導入したことが特徴である。これにより必要な情報が明らかにな

るので知識創造の効率化ができる。すなわちサービスアプローチに基づいて、

共創システムをサービスシステムと捉え、共創におけるサービス場のスパイラ

ルな成長により、サービスの効率化を行い、知識創造を通して価値創造を加速

する。 

 

 

 

1.5 研究の方法 
本研究は、知識創造の共創活動における支援行為をサービス行為と捉え、サ

ービスの効率性より知識創造を効率化し、価値創造を加速する。即ちサービス

視点に基づいて、共創システムをサービスシステムと捉える。また、場の理論

を用い、人間性を重視するサービス視点の共創フレームワークを明らかにする。

そしてサービス企業と企業の間に行われた成功の共創事例のインタビューのデ

ータを基づいて、提案の妥当性を検証する。 
 
 
 

1.6 論文の構成 
第二章で研究レビューを行う。まず共創に関するレビューからはじめ、価値

創造における共創の意義や知識創造の効率性に係わる共創マネジメントにおけ
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る問題などを明らかにする。また、人と人の意識形成、対人認知、目標達成に

影響する感情、人間関係の役割などを紹介する。次にサービスに関するレビュ

ーでサービスの様々な側面を紹介し、サービス価値共創の概念を導く。これが

知識創造の共創活動に適応することを説明する。そして、場に関する各特徴を

説明する。第三章でサービスアプローチを基づく新たな提案を行う。まず提案

する価値創造を加速する企業共創フレームワークの考え方を説明する。そして

共創におけるサービス視点の人間性要素の構成、共創におけるサービス場と共

創におけるサービスプロセスを述べていく。最後に、提案の全体構成を説明す

る。第四章は省エネルギーサービスビジネス事例を用い、事例研究を行い、提

案の妥当性を検証する。最後の第五章で事例検証の考察、SRQと MRQの回答、理

論的な含意と実務的な含意、今後の課題をまとめる。 

 
 

 
 

図 1.1 本論文の構成 
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第 2 章 
先行研究レビュー 
 
2.1  共創に関する文献調査 
日本はバブル崩壊以来、世界的な不景気の影響など、経済が長期的に停滞状

態に落ち込んでいる。また、携帯電話、インターネットなどＩＴ技術が世界的

に発展と普及することにより、世界経済情勢は激しく変化し、かつ速くなって

いるのが現状である。このような状況の下で、企業にとって、自らの資源のみ

でビジネス成功を実現することがなかなか難しくなっている。そのため、企業

の経営革新、積極的に外部の経営資源の利用という企業連携の活動が以前にも

増して重要である。 

 

（１） 日本企業連携活動の実態 

中小企業庁「中小企業連携活動実態調査」（2002.11）によれば、中小企業の

うち２５％の企業での事業連携活動に取り組んでおり（図 2.1）、1997年度と比

べて、中小企業における事業連携活動への取り組みは 10.4%から 20.4%に増え、

活発化する傾向を見られる。販売方法として異業種の交流活動を参加する企業

数も増加傾向である(図 2.2)。これらの事業連携は「自社に不足する知識・ノウ

ハウの補完」や「競争相手や取引先に対する地位の強化」「事業リストの削減」

など様々な連携の目的があった（図 2.3）。活動の内容で異なる事業連携活動は

企業のパフォーマンスにかなり影響を与えたのである（図 2.4）。 
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図 2.1 中小企業の事業連携活動の実態（中小企業庁 2003） 

 

 

 

図 2.2 異業種交流グループ数及び参加企業数の推移（中小企業庁 2003） 
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図 2.3 企業連携の多種多様な目的（中小企業庁 2003） 

 

 

 

図 2.4 事業連携活動は企業のパフォーマンスを向上させる（中小企業庁 2003） 
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また、北海道経済部商工局産業振興課で行われた「ものづくり関連地場企業

受注力強化のための営業・企業間連携事態調査」(2010)は、北海道のものづく

り関連地場企業、道内進出企業及び道内外の先進企業（すべて加工組立工業）

の企業連携実態を調査した。アンケートの結果より、地場企業の 2～3割が、何

らかの形で、企業間連携による製品開発、技術開発、製品製造に取組んでおり、

企業間連携に関する期待も感じられる。共同での取組みを行っていない企業も、

その 4 割弱の企業は、「共同での取組みを検討したい」としている。共同での

取組みの結果、約 7 割が満足している。インタビューの結果を見ると、共同で

の取組みには時間や費用を要するが、それに見合った成果を享受していると言

える。 共同で製品開発している事例が数多くある。企業が互いに技術を持ち寄

って新製品を開発する形が、最も効果的で円滑な連携のようである。 

一方、共同での取組みを行う上での課題として「双方の意識の違い」を挙げ

る企業の割合が多い。 連携を始める「きっかけ」も大切であるが、「企業間の

意識の違い」は当然にあるものとして、互いの信頼関係を醸成することが重要

である。実際は、企業間連携について、結果として儲かれば満足感も強いが、

結果として時間、費用と労力をかけただけとなれば、不満も残るものである。

その場合、企業間連携が上手くいかなかったという印象を持つ企業もあり、次

から企業間連携に消極的になるようである。しかし、成功のためには、新製品

の開発だけでなく、新製品が市場ニーズに適合していたか、販売時期が適切で

あったかなど、マーケティングの問題であることが多い。新製品開発だけでな

く、販売も視野に入れた連携をしている場合は、比較的円滑なようである。イ

ンタビューの回答により、そういう心理的な面も反映されていると読み取れる。 

目的が的確で、手段（企業間連携）が適切であり、市場と時機に適っているこ

とが大切であると言える。 

  

これらの調査の結果は、企業連携の意義を明らかにしている。企業はどのよ

うに連携すれば、成功に至るかが、極めて重要な課題になっている。 

 

（２） 共創に関する文献 

一方、激しい経済環境の変化を応じて、寺井ら（2007）は企業の経営戦略が

競争優位から共創優位へ移ると提唱し、成功したビジネスモデル事例から、三
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つのパラダイム転換が必要であるとまとめている。 

① 競争優位から共創優位へ 

顧客価値の最大化を目指すビジネスモデルは、伝統的な個別企業の競争力を

基盤とする「競争優位」（competitive advantage）というパラダイムを超えて、

多様なステークホルダが協働して有益な価値を創造するという「共創優位」

(collaborative advantage)というパラダイムへと転換することである。 

② 複数の「共進化」 

これは激しい環境変化の中でビジネスモデルがそれ自体で進化するだけでな

く、複数のビジネスモデルが相互作用を通じて「共進化」することである。又

ビジネスモデルの共進化の条件として、多様性、寛容性、共生、異質の切磋し

合う関係と価値目標の共有が重要であると説明している(図 2.5)。 

 

 

図 2.5 ビジネスモデルの共進化の条件（寺井 2007） 

 

 

③ 利己と利他の矛盾の統合 

 利己と利他という矛盾を総合し、新たなビジネスモデルにそれを結実させ

ようとするための止揚的融合が進められつつあるということである。即ち共進

化のスパイラルを形成していくため、個人と他人の対立を超克することである。

これは個人の成長、良い人格、志向、又企業の社会責任により、個と他の矛盾

を乗り越えることが可能になる。 

寺井は共創優位という経営革新の方向面を明確しているが、ビジネスに成功

する共創はどのように行うか、具体的に述べていない。すなわち共創システム



 

 11 

に手を触れていない。 

また、竹内ら（1994）はＭＢＩという共通体験がある国際マネジャーとして

431人の日本人マネジャーの経験を通して、異質のマネジメントについて述べて

いる。これはマネジャーへの提言と企業への提言で構成している。激変な環境

で異質・特化・多様性は異質のマネジメントのあるべき方向を示した(図 2.6)。

この方向に向かう提案の本質として、異質に触れる原体験を持つことと組織・

集団に埋もれない「個」を確立することを取り上げている。彼らの経験は、特

に、世界のシステムと融合し、グローバル化の共創マネジメントにとって貴重

な参考になる。これらの提案は組織における異質マネジメントを行うマネジャ

ーを育成する組織学の視点であったが、異質の共創システムに関しては、論理

的に論じていない. 

 

 

図 2.6 異質のマネジメントの方向（竹内 1994に基づく筆書の作成） 

 

 

C.K.プラハラードら（2004）はマーケティングの視点から顧客と企業の共創

を論じている。彼らは経験価値の形成に基づく顧客と企業の価値共創システム

を述べている（図 2.7）。この価値共創モデルは共創の活動におけるサービス提

供者と受容者間の関係性と相互作用であることを示唆し、個を重視する共創プ

ロセスに経験の蓄積・共有（情報の蓄積と共有）と新たな知識（独創性）を強

調している。また共創を支える要素として、対話、利用、リスク評価と透明性
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を取り上げ、情報から経験の形成・蓄積・共有が共創にとって重要だと示して

いる。しかし、この価値共創モデルは共創の「主客一体性」という特徴を把握

していないため、個人に留まり、サービス提供者と受容者の関係性が曖昧にな

っている。又共創における経験形成プロセスは共創を支える要素を取り上げる

ことに留まったが、共創者達の経験形成するダイナミクスのプロセスを明らか

にしていない。また、人間の経験の形成に最も影響する心理性に関して、この

モデルは触れていない。 

 

 

図 2.7 価値の共創（C.K.プラハラード 2004） 

 

 

共創は、共創者が共に創発することである。双方は価値共創によりイノベー

ションを興す、新たな生産力に繋がり、あくまで新たな知識創造することであ

る。そこで知識創造には、野中の知識創造の SECIモデルがあてはまる（図 2.8）。 
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図 2.8 知識創造の一般原理：SECI モデル（野中 2003） 

 
野中（1997）は暗黙知と形式知の概念を明確にし、場の理論を導入し、形式

知と暗黙知の二種類の知識タイプのダイナミクスと知識創造のスパイラル成長

プロセスを明らかにした。SECI モデルは共同化(Socialization)、表出化

(Externalization)、連結化(Combination)と内面化(Internalization)四つのモ

ードで構成されている。共同化は暗黙知から新たに暗黙知を生み出すプロセス

である。表出化は暗黙知から新たな形式知を生み出すプロセスである。連結化

は形式知から新たに形式知を生み出すプロセスである。内面化は形式知から新

たな暗黙知を生み出すプロセスである。また、場の方法として知の作法は創発

場（共同化―暗黙知獲得共有の場）、対話場（表出化―暗黙知から形式知を生み

出す場）、体系場（連結化―形式知を組み合わせる場）と実践場（内面化―実践

を通じて形式知を身体化する場）と説明している。SECI モデルはスパイラルの

ような暗黙知と形式知のダイナミクスの知識創造プロセスである。しかし、こ

のモデルは知識創造の視点で、個人及び組織内の知識創造活動に適応するが、
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組織と組織の間の価値共創を論じていないため、共創における相互関係、及び

知識創造プロセスに影響する要素も明らかにしていない。 

De Michelis, G.(2001)は知識創造の SECI モデルをベースとして、組織の間

における“共創と知識創造”を論じている。彼の研究は学習者の視点で、連携

はコミュニケーション、学習と知識共有であると示唆している。連携における

知識創造に関して三点をまとめている。 

１． 知識創造の４モードの特性（すなわち共同化、表出化、連結化と内面化）

は共創プロセスにおける共創者達の相対関係により決まる。 

２． 知識創造による複雑性の管理力を高めるため、共創プロセスの価値/コ

スト比率の向上が、知識創造にとって主要な要素の一つになる。ここでの複雑

性はコミュニケーションすることにより形成される特性としている。 

３． 知識創造にとって、巨大な情報ベース、複雑な情報プロセス・検索シス

テムにより、情報とコミュニケーション技術を通して、利用者がその場の文脈

に関する認知を行うことは最も重要であり、これが知識創造をサポートする。 

Michelis らは共創における知識創造のパフォーマーと顧客の関係性が共創の

役割によるものでなく、知識創造のプロセスにおけるポジションによって定義

されると提唱している。すなわち共創における知識創造に対して、リクエスト

する行為があれば、顧客と定義するのである。逆に相手のリクエストを満足す

るポジションであればパフォーマーと定義する。これは普段のマーケットの顧

客の意義と違い、共創の特性「主客一体性」を注目したと言える。又知識創造

と価値創造の関連、知識創造に対する場の重要性を取り上げている。これらは

知識創造の視点で共創を論じたが、共創システムをどのように形成し、人間性

を含まれる知識創造を効率化するかを論じていない。 

 

以上の共創に関する文献調査により、今まで共創システムが論理的に論じら

れていないことを明らかにすることができた。しかし共創システムは共創価値、

すなわち共創の目標を達することにとって重要である。すなわち、共創者がど

のように共創活動を展開し、知識創造を通して目標を達して成功に至るかを明

らかにすることが重要である。実際の連携活動において、すべて結果に対して

満足しているわけではない。連携実態調査により、これらの不満足、或失敗し

た連携活動の要因は双方の意識が違うということが最も多いと見られる。つま
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り、双方の信頼関係は直接に連携活動の成功に影響し、知識創造に繋がる。又

寺井の利己と利他の超克、竹内、C.K.プラハラードらの個の重視などという視

点は、共創に係わる人間性を重視することを示唆している。それ故に人間性を

包含するサービスアプローチで共創活動を見直すことが必要である。 

 

 

 

2.2  信頼・感情・人間関係に関する文献調査 
共創活動の成功にとって、共創活動の双方が意識しあうことは重要である。

これは互いの信頼関係から生まれる。以下は信頼などに関する先行文献である。 

 

（１） 信頼 

Robert C.Solomon たちは信頼と感情、人間関係などの関係性、そして信頼の

意義を以下のように述べている。 

・信頼は約束、コミットメント、感情であり、またわれわれがつくり、創造

し、建設し、維持すべき何かである。信頼は感情の操作であり、判断を必要と

し、意識的行動を必要とする。 

・「真の愛」と同様、人は本物の信頼によって人間関係や新しい可能性―新し

い「世界」さえ―を築き上げる。 

・信頼はわれわれを成長させ、変化させ、円熟させ、奥深くさせる。信頼は

経済的繁栄や文明社会の前提条件である。 

これをまとめると、信頼は感情であり、人間の感情より社会認知行動から形

成される。また、人間の本物の信頼によって人間関係などが築きあげられる。

そして信頼関係によって人々は成長し、変化し、円熟し、奥深くなる。 

 

（２） 感情 

近年、感情に関する研究が多く、かつて理性的な認知を妨害する要素として

捉えていた感情の適応的意義が明らかになってきた。これらの研究結果より日

本認知心理学会は感情の役割に対して、以下のようにまとめている。 

１． 目標遂行における感情の役割 
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感情は特定の目標達成のため行動を動機づける役割を持つ。たとえば恐怖な

ど本能的な感情は生存という基本的な欲求を満たすために適応的であるが、感

情はより社会的な目標遂行においても重要な役割を果たしている。例えば、期

日までに重要なレポートを仕上げるという目標がある場合、執筆作業がうまく

進捗している場合には満足感などのポジティブ感情が生じる。逆にうまく考え

がまとまらず、なかなか作業が進捗しない場合には不安を感じるかもしれない。

急に課題が与えられ、執筆の時間が取れないような事態が起こればいらいらす

るかもしれない。このように目標遂行の進捗が妨げられている場合にネガティ

ブ感情が生じる。すなわち感情は目標達成への進捗のシグナルとして機能する

のである。このような感情のシグナルとしての働きは、怒りのような強い感情

（情動）だけでなく、弱く持続する感情状態（ムード）においても認められて

いる。さらに近年の研究により、単なるシグナルとしての感情の機能ばかりで

なく、思考や判断、戦略的行動を導く動機に対する感情の直接的な感情につい

ても明らかになってきた。ポジティブ感情によって楽観的な期待が形成され、

協調的戦略が導かれると考えられる。 

２． 他者との相互作用における感情の役割 

感情は個人の中で目標に対して適応的機能を果たすばかりでなく、その表出

を通して他者との社会的相互作用に影響を及ばす。感情は情報付与機能、感情

誘発機能と行為喚起機能がある。例えば楽しそうに笑っていれば、周囲の人は

何か面白いことがあったのかと思う（情報付与機能）、笑顔がまわりを明るい雰

囲気にして（感情誘発機能）、友好的なコミュニケーションを可能にさせる（行

動喚起機能）。これらの研究事例は、感情が社会的相互作用において様々な適応

的機能を果たしていることを明確にしている。 

 

（３） 関係性 

日本認知心理学会は人間関係を以下のようにまとめている。人間は社会的動

物として他者依存性を特徴としている。人は集団に所属し社会的絆を保つこと

によって、多くの恩恵を得ることができる。集団からの排斥や他者からの拒絶

は個人としてそれらの恩恵の喪失と自己の遺伝子系統の終焉を意味する。他者

との好意的関係に対する基本的内発的欲求、すなわち所属欲求を持つことは適

応に有利に働いたと考えられる。資源を分けて与えた相手から返報をうける直
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接互恵だけでなく、協力・援助提供に対して高い人物評価・評判を受ける間接

的互恵をも発達させた人間は、他者との友好的関係の形成・維持を基軸に、集

団から排斥される危険性の低減を図り、みずからの適応的価値を高めようとす

ると考えられる。 

心理学的諸現象において示されているように、認知は客観的事実とは必ずし

も対応しない。特に複雑で曖昧な対人認知は、究極には言葉や表情などの手が

かりを通して他者の心を読むマインド・リーディング活動の産物である。受け

手の観点から受容や拒絶を捉えようとする時、「受容」「拒絶・排斥」という認

知も、自分や当該の関係が相手の心のなかでどのように捉えられているかを読

み取る活動の結果として現れてくると言える。 

人間関係性は他人に排斥される危険性を低減し多く恩恵をえることができる、

又対人認知に大きく影響する。同じ言葉でも、違う人間関係によって、読み取

れることが違ってくる例も少なくない。すなわち複雑で曖昧な対人認知は他者

の心を読むマインド・シーディング活動によって違ってくる。人は自分と相手

の関係によって、相手の観点に関する「受容」「拒絶・排斥」という認知が変わ

ってくる。つまり違う人間関係によって対人の評価が違ってくる。親しい人間

関係であれば、同じ見方をする可能性が高い、疎い関係であれば、意思の疎通

に障害がある可能性が高い。そして人間関係によって、客観事実の認識の歪み

もある。親しい人間関係であれば、相手のことが好ましい傾向がある、逆に嫌

われる傾向もある。それ故に、人間関係は認知に大きい影響することより、集

団の成員の協力及び集団の活動の目標達成に大きい影響を及ぼす。 

 

 

 

2.3 サービスに関する文献調査 
（１）サービスとは 

サービスは、様々な側面で議論をされている。従来、私達はサービスを商品

と扱い、その無形性、不可分性、変動性と消滅性という特性をよく論じてきた。

近年品質管理の視点でサービスの特性に「アフェクティブ・クオリティ」を添

い付けている。日本品質管理学会の定義より、「アフェクティブ」とは「人に感
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情を引き興すような」あるいは「人に引き興す感情をよく考慮している」とい

う概念である。すなわちサービスがユーザの感情を考慮した製品として扱われ

ている。これは、社会と産業がそれぞれ「人間の感情」を求める時代になった

からだと思われる。 

これまでのサービス視点では、サービスは「商品」「非生産的な労働による結

果」「無形の製品」とされていたが、現在のサービスに関する議論は「物品、手

段、素材、物質、物体」という特性の異なる「行動、行為、作業、活動」とし

てサービスの定義を拡大している。そこで亀岡は「サービスとは、人や組織が

その目的を達成するために必要な活動を支援することである」と定義している。

すなわち、人が何かをしたい時に、その人のそばにいて適切にサポートするこ

とである。このサポートは人手と限らず、道具などを使うことも含まれている

と考えることにする。これは組織の支援についても同様である。このサービス

支援機能には１．手足を使った身体的支援機能、２．情報や知識を提供する知

的支援機能、３．安心安寧や癒しなどの精神的支援機能、４．これらを効果的

あるいは効率的に行う技術的支援機能などがあるとしている。図（2.9）。 

 

 

図 2.9 亀岡のサービスの定義（亀岡 2007による筆者の作成） 

 
（２）サービスシステム 

近年サービスサイエンスの研究は盛んに行われている。IBMの SSME（Services 



 

 19 

Sciences, Management and Engineering）の概念により、「サービスサイエンス

はサービスイノベーションの研究、発展、教育を狙いとした新たな学問分野で

あり、研究領域である。そして、ある組織が利益を得て他の組織に、独自ある

いはその組織と共に行う業務（これが“サービス”である）に対して、サイエ

ンスとマネジメントやエンジニアリングの各学問を適用し、これらを統合する

ことである。」すなわち、SSMEがサービスイノベーションに関する課題解決を行

うための学問的な知識、及びマネジメントや実践的知識の統合的な体系である

と言える。北陸先端科学技術大学院大学の小坂らはサービス設計の視点で MOS

（Management of Services）におけるサービスシステムと横断型科学技術の概

念（図 2.10）を提案した。サービスシステムは、人を包含したシステムであり、

顧客の満足を具現化するために様々な分野の知識を統合する。そこで、サービ

ス設計論の横断型科学技術を三つのタイプに分類する。これは１．顧客の要求

の分析技術、２．サービス価値の共創、又３．サービス提供者のシステム最適

化である。ここではシステムズアプローチを応用した顧客の要求分析に関する

技術を取り上げる。顧客要求分析はサービスの本質が顧客の価値創造であり、

その結果が顧客満足に繋がるという視点で重要である。そして顧客とサービス

提供者による共創を通じる顧客価値の創造である。すなわち、サービス価値の

創造は、顧客とサービス提供者の共同作業によって初めて実現できることを強

調する。 

 

図 2.10 サービスシステムと横断型科学技術（小坂 2010） 
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Fisk(2008)は顧客とサービス提供者の価値共創を劇場における観客と役者の

アナロジーを使い、サービス劇場アプローチをサービスマーケティングにおい

て提唱している。即ちサービスプロセスはサービス提供者である役者が、観客

である顧客が喜ぶように役を全うし、観客も又役者の演技に影響を受けるとい

う関係を捉えている。これはサービス価値創造が“value in use”の視点で顧

客とサービス提供者の相互作用で実現すると示唆しているが、このような共創

におけるサービス提供者とサービス受容者、又サービス価値共創プロセスを具

体的に論じていない。 

園城ら（2010）は劇場のアナロジーを導入し、知識創造の産学連携事例を通

して、サービス劇場モデルの適用性を説明している。サービス劇場モデルは共

創フレームワークが“value in use”視点でサービスシステムと捉えている。

このモデルは知識創造やサービス価値創造を形成する要素を、役者であるサー

ビス提供者、観客であるサービス享受者、共創プロセスを設計するシナリオラ

イタ－などを説明している(図 2.11)。しかし劇場モデルはサービス提供者であ

る役者が、観客である顧客が喜ぶように役を全うし、観客も又役者の演技に影

響を受けるという関係性をサービス提供のプロセスに当てはめようとしている

が、具体的に知識創造、或いは価値共創のプロセスを明らかにしていない。共

創において、双方はどのようにサービスを提供し合い、知識創造するかを明確

にしていない。又共創の特性を把握していないため、共創におけるサービス双

方の関係性も曖昧である。 

 

図 2.11 サービス劇場モデル（園城ら 2010） 
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これらの先行文献で、共創システムをサービスシステムとして捉えることが

可能であるとわかった。これらの研究を基にしてサービスアプローチで人間性

を重視する共創プロセスを明らかにし、知識創造を通して価値創造を加速する

企業共創フレームワークを提案する。 

 

 

 

2.4 場に関する文献調査 
価値創造の共創活動は場に依存して行う。共創におけるサービスも必ず場に

依存する。それ故に場の概念を導入する必要がある。以下の先行文献は場の各

特性を述べでいる。 

 
（１） 創造が起こる場の必然性 

西田の場所論：場所とは個体のおいてある場である。個体は空虚の中に存す

る孤立的のものではない。個体は多数存し相互連関をなしている。このことは

個体が必ず場所にあり、場所における個体としてのみ個体の意義を有すること

を示している。無縁孤立の個があって、次に場がつくられるのではない。個と

場とは原理上双関的である。 

生命システムは関係子によるミクロな秩序と「場所」のマクロな秩序が相互

に影響しあいながら整合的な関係を生成する。清水は生命システムの特徴、絶

対多様性を基にした生命の二領域性と共創の論理を論じている。  

１．「一即多、多即一」の構造が実現することは、個が場所の全体を帯びて働

いているといることであり、それはその創造行為を行う自己が意識的にせよ、

無意識的にせよ、場所全体の動きに参加して生きていなければ実現することは

できない。つまり創造の特徴は場所的非分離なのである。  

２．生命の二領域性（卵モデル）は場所的個物の共通世界においてのみ多様

性に基づく調和の創造が可能になるというところにある。つまり個物の本質で

ある絶対多様性が他の個物と矛盾なく成立するためには、それぞれの内部世界

以外に共通の世界、人々が共にかわって相互の関係をつくる「場」即ち「関係

の世界」が必要であり、その関係の世界は「場所」の作用において生成される
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のである。 

生命システムにおいて創造は偶然ではなく必然であり、その意味で創造が起

こるところ、即ち「場」の必然性が生じると解釈する。 

 

（２） 心理学・社会学の場 

レヴィンの概念より、すべての行動（動作、思考、希望、努力、評価、成就

等を含めて）は一定の時間単位における場のある状態の変化（ｄｘ/dt)として

考えられる。個人の心理学を取り扱うために、科学者が取り扱わなければなら

ない場は個人の「生活空間」である。このような生活空間は人とその人にとっ

て現存する心理学的環境とから成っている。集団心理学や社会学を取り扱う際

にも、同様の公式が提出される。個人心理学において個人の生活空間のことが

述べられるのと全く同じ意味で、集団や制度の存在する場のことが述べられる。  

特徴：  

1.存在：生活空間は一定時に存在するすべての事実を包含し、そして研究中

の個人や集団に対して存在意義のないものをすべて除外するように限定される。  

2.相互依存：一定の生活空間の種々なる部分がある程度相互依存していると

いうことは、場の理論の基礎的主張であり、この点で形態心理学と密接な関係

にあることは明白である。  

3.因果関係の同時性の原理と過去及び未来の効果  

場の特徴は下記の通りである。  

一．場の原理の適用範囲：個人と集団 

二．相互作用  

三．力動的な変化  

四．心理的な変化  

五．時間の連続性  

六．存在の客観性  

七．全体性  

 

（３） 場における時空間性、関係性 

野中の「場」とは、物理的空間（オフィス、分散した業務空間）、仮想空間、

特定の目的を共有している人間関係、あるいはこのような人間同士が共有して
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いるメンタルスペース（共通経験、思い、理想）のいずれでもありうる、場所

的プラットフォームである。それは、「関係」の空間であり、そして空間と時間

を同時に含む場所性の概念である。西口の「場」とは、物理的・組織的な諸条

件のもとに、限られたメンバーが相互作用する時、共通して認識される「関係

性のプラットフォーム」である。そこでは、定点的な結果情報にも増して力動

的な過程情報がリアル・タイムで共有され、常にメンバー間の関係性とその意

味付けを再編してゆく。このような意味での場は、あたかも生き物のように生

成・変化し、新しい臨界を自己組織化してゆく。 

 

（４） 場の意味性、身体性 

山下の「場」とは、実体的な定義で言えば、そこに参加する個々の主体間の

相互作用を促し、その相互作用を共通なマクロのコンテキストにおいて成立す

る方に導くような状況、あるいは状況設定のことである。その「場」は、より

抽象的な定義をすれば、自己が於いてあるところ、とも定義できる。自己とは、

情報を司る意識と物理的身体との相互確認によって認識される総体的な存在で

あり、自己の於いてある場とは、意味空間と物理空間とが相互規定し合うこと

によって定まる領域なのである。 

 

（５） 場の重層性 

西田の述語的論理による、 個は主語に当り場は述語に当る。述語は一般的の

ものである。個より出発する主語的論理に対し、場を重視する論理は述語的論

理である。個体を包みうる「述語面」は最初に述語を包む第二の述語、さらに

それを包む第三の述語という方向にどんどん進んで、最後にはもはやいかなる

述語によっても限定されえない述語に辿りつく。幾太郎はこれを「超越的述語

面」と名付ける。これは「場所」とも呼び、判断対象となるあらゆる個物がそ

の内に含まれると考えられる。 

 

（６） 場における自己組織化 

清水の「自己の二領域性」：１．自己は二領域的構造を持ち、その一方の領域

に自己の局在的存在形態である「自己中心的自己」が、そして他方の領域に遍

在的存在形態である「場所的自己」の働きがそれぞれ出現する、２．この二種
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類の「自己」がそれぞれ他の領域における表出を自己の領域における表出と整

合的になるように誘導して、両者の間に「鍵と鍵穴の関係」にたとえられる整

合的な合致を生成する、そして、３．その両者が相互に合致した状態になった

時に両者の界面に生成するのが意識である。 

 彼は「共同体の卵モデル」でこの特徴を説明している。この卵モデルの解釈

によれば、自己は卵の黄身に相当する局在的自己とその白身に相当する遍在的

自己から構成されている。黄身と白身はもともと二領域をつくって存在してい

るから決して混まざることはない。（混じらないということが両者の否定的関

係を表現している。）黄身と白身はそれぞれの都合で変動し変化しているが、黄

身はその周囲に白身をできるかぎり引き寄せようとし、白身は逆にその中に黄

身を取り込もうとする。つまり、両者は相互に他を誘導して互いの間の隙間を

埋めようとするために、白身が黄身をつみこむ「包撮構造」ができるのである。

両者がこの包撮構造をつくる働きが相互誘導合致に相当する。又黄身を包む白

身が場に相当する。このために卵即ち自己が安定な限り、黄身は常に白身がつ

くる場の中に置かれることになる。共有化された白身はさまざまな黄身の表現

に対する共通のコンテキストを表現する。黄身が具体的な表現をするたびに白

身の状態も変わるから、コンテキストも変化をしていくことになる。この動的

な変化を、清水は、多くの「役者」（黄身）が集まって自己表現をおこなう「即

興劇」における筋の創出と呼んでいる。 

西田は、純粋経験は自覚（自己の内に自己を映す動き）へと根本的実在を掘

り下げていく過程で、経験や意思の動きが（そこにおいて）生ずる「場所」と

いう思想にいきついた。彼は、対象と対象が相互に関係するには、そのように

おいて生ずる「場所」というものがなければならないと考えた。 西田によれば、

自覚に至る意識の動きには三つの段階がある。  

（１）意識の原初的ないし直接的な統一的状態（直覚）  

（２）意識の分化・発展の状態（反省）  

（３）意識の理想的ないし究極的状態（自覚）  

西田は『認識とは主体による対象の構成作用ではなく、意識も対象ともにそ

こに「おいてある場所」（意識の野）の中に対象を映してみることだ』とした。

場所とは、物と物、意識とその対象、人格と人格がそこに於いて関係し、そこ

において存在するそうした全体のことである。  
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西田は、場所と物と物が出会う「有の場所」（空間・磁場）、すべての意識作

用が生ずる共通の意識界である「意識の野（無の場所）」、そして自己が本当の

自己に出会う「絶対無の場所」の三つに分けて考えた。これらは意識の動きの

三段階に対応するものである。つまり自覚の深まっていく三段階（直覚・反省・

自覚）がそれぞれの場所であり、高次元の場所で、低次元の場所に対して無に

して包むがゆえに、意識は意識を持てる。絶対無の場所とは真の意味での意識

の形成である。  

西田は三つの段階のそれぞれの場所の深まりは、元来その底にあったもので

あり、それぞれが限りなく重なりあい包摂しあうことを指摘している。 

 

（７） 場における主客一体性 

西田哲学における「私と汝」：『汝といっても、ただ近い人、隣人を意味しな

い。私と汝との間には、必ずしもなめらかなコミュニケーションは成立しない。

汝とはむしろ他者である。人ではなく、事物ならば、私によって把握され、使

用され、私の意のままになるので、「私のうち」にあると考えることはできる。

ところが、汝は絶対の他者であり、私から完全に独立したもの、汝自身に固有

な内界をもつものである。私と汝とは「絶対否定」を通して限定しあい、そこ

に歴史的世界としての社会が生じる』と幾太郎はいう。『絶対否定にもかかわら

ず、私と汝とは応答しあうことができる。』それは両者がともに「永遠の今の自

己限定」として「同一の一般者においてあり」、「ノエマ的には絶対の断絶であ

るとともに、ノエシス的には直接の結合」だからである。  

『無の一般者の限定として、個物（私）と個物（汝）とが相互に限定しあう。

この考え方を突き詰めると、私自身の内部にも「他者」はいる。昨日の私は今

日の私と同じ私だと、ふつうは思える。昨日の自己と今日の自己とは、直接結

合しているようにおもえる。しかし、実際には、自己の底にある「絶対の他」

によって、自己は否定的に媒介されているのである。』幾太郎はまた、神を媒介

として、私と汝との関係、非連続の連続が考えられるという。ここにおける「神」

のように、私と汝の間には、何か交流を媒介するものが必要なのかもしれない。

『汝と同感することによって汝を知るよりも、むしろ汝と相争うことによって

一層汝を知る。』 

久米の共創論理における自他非分離心 ：『・・・多様な自相を持つ個人の集
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まりが人間社会である。・・・それぞれの自相を持ちながら、心の根底に相互に

共通する相が備わっていなければ、人間のコミュニケーションは不可能であり、

社会生活は成立しがたい。いわば、人の心は皆同じでありかつそれぞれにちが

っている。』「一即多、多即一」であるいうのが、人の心のありのままの姿であ

る。 「見ることー見られること」というような「主ー客」の分裂、つまり「分

別」がなくなって、世界のあり方そのものが直接認識（現量と称する）によっ

て認知される。「存在」のあり方には本来「自ー他」という差別はない。『自己

と他を区別することのない心を得る。「見られるもの」としての世界の真相（真

如）と、それを「みるもの」としての智の差別がない。』『この世界は、他から

の分析あるいは言語で表現できない。自らが自らの心の内で、真如を悟るので

ある。分別の対象としての「こと」分別そのものが生起しない。言語は分別す

ることで起こるが、従って一切の言説から離れると言うことになる。』 

 

（８） 場と情報 

伊丹の「場」とは、人々が参加し、意識・無意識のうちに相互に観察をし、

コミュニケーションを行い、相互に理解をし、相互に働きかけあい、共通の体

験をする、その状況の枠組のことである。そこで、人々がさまざまな様式で情

報を交換しあい、その結果、人々の認識（情報集合）が変化する。このプロセ

ス全体が情報的相好作用で、場とはいわばその相互作用の「容れ物」のことで

ある。そして伊丹は組織において場の機能を次のようにまとめている。(図 2.12) 

1. 相互作用で有効情報を蓄積する。 

2. 有効情報と心理の相互作用が噛み合い、心理的な変化によって、整合的

な決定で協働的な行動が生まれる。 
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図 2.12場の機能（伊丹 2005） 

 

彼の学生である額田氏は「場」を次のように定義した。「場」とは、人々が空

間を共有し、意識的にまたは無意識のうちに情報的相互作用するときに、自己

が外部とつながりを持つ、その共有空間の有する特有の状況のことである。  

 

以上、先行文献から、場の必然性、場の理論の適用性と特徴、また場におけ

る時空間性、関係性、意味性、身体性、重層性、自己組織化、主客一体性、そ

して場と情報の関係をまとめた。 
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第 3 章 
サービスアプローチに基づく価値創造

を加速する企業共創フレームワークの

提案 
 
3.1  価値創造を加速する企業共創フレームワー

クの提案 

3.1.1  共創の特性「主客一体性」とは 
共創活動には「主客一体性」という特性がある。この特性は共創活動に最も

影響する本質的な要素である。これは、共創する双方は共創プロセスにおいて、

主も客も共創の主体を維持ながら、共創の場を共有し、一体化を得られるよう

な関係を指し、これが「主客相互性」と「主客の入れ替わり」という二つ関係

を含むことと解釈されている（中村 2010）。日本茶道でこれらの関係を示す現象

を挙げてみる。例えば茶事の亭主は、会の目的、時間、参加者の顔ぶれなどを

勘案しながら趣向を凝らす。一方客は亭主の意図、趣味などを読み取り、それ

に適切な振る舞い､感謝する。それが上手に出来る客は「客ぶりがいい」と評価

される。亭主が客への心遣いと客が亭主の趣向を感じ取れる工夫によって、共

感を引き出し、主客相互性を初めて成り立つ。また亭主はその場で、花に通じ

た客に生け花して欲しいとお願いすることがある。そこで、招かれた客は、そ

の場のパフォーマーとして自分の技を披露し、亭主と共に時間を過ごして花を
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飾る。主客がこの場の中でさえ入れ替わり得る。 

なぜ共創に「主客一体性」という特性があるのか？これは清水（2000）に発

見された生命の二重存在性から出てくる性質と考えられる。清水は生命二重存

在性に「粒子」という局在的な存在形態と、「波」という遍在的な存在形態を同

時的に持っているということと同じように、「生命は局在的存在形態と遍在的

存在形態という性質の異なる存在形態を同時的に持って出現する。」と述べてい

る。清水は「自己二領域性」理論で生命の二重存在性をこのように説明してい

る。１．自己は二領域的構造をもち、その一方の領域に自己の局在的存在形態

である「自己中心的自己」が、そして他方の領域に遍在的存在形態である「場

所的自己」の動きがそれぞれ出現する。２．この二種類の「自己」がそれぞれ

他の領域における表出を自己の領域における表出と整合的になるように誘導し

て、両者の間に「鍵と鍵穴の関係」にたとえられる整合的な合致を生成する、

そして、３．その両者が相互に合致した状態になった時に両者の界面に生成す

るのが意識である。清水は生物学と場の理論を用い、生命の共創現象を理論的

に解釈している。すなわち 

１．自己二領域性は生命が主の立場であり、客の立場もある（「自己中心的自

己」は主の立場であり、「場所的自己」は客の立場である。）という二つの立場

の相互性と入れ替わる性質があることと示している。 

２．生命の二種類の自己（即ち主であり客である）の間の誘導―整合―合致

のプロセスが相互作用であることを示している。 

３．生命における相互作用の結果は意識形成することである。 

人の意識がない限りで、創発することは不可能である。よって、個の生命の

共創はすべて人間の共創活動の基であり、本質的な要素である。 

 

 

 

3.1.2  提案の考え方 
提案の価値共創のフレームワークは共創システムをサービスシステムと捉え

ている。サービスシステムは人とサービス目標を包含し、顧客満足するため、

人間性を含まれてサービス価値を最大化するサービス方法論である。亀岡のサ
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ービス定義「サービスとは、人や組織がその目的を達成するために必要な活動

を支援することである」より、共創活動における知識創造のための様々な支援

行為はサービスの行為と考えられる。共創活動は、双方の一連のサービス行為

に基づく知識創造の連続である。結果として得られる創造された知識は、価値

創造の総体とみなすことができる。提供されたサービス行為は、情報提供や支

援行為であり、提供するサービス価値を高めることが結果的に知識創造を効率

的に行うことにつながる。 

Ａ企業とＢ企業の共創による知識創造を考えよう。共創の枠組は図 3.1 のよ

うになる。Ａ企業は共創者Ａに対して B 企業は共創者 B である。双方は共創活

動を通して知識創造を行い、それで共創活動の目的を達成する。図のように共

創活動の関与者の位置づけを明示した。このような共創活動において共創の双

方は互いに相手にとって必要になる情報、支援を提供する。Ａ企業が必要な知

識創造に対して、Ｂ企業が支援する場合、Ｂ企業がＡ企業にサービスを提供し

ていると考えることができる。 

 

 

 

図 3.1 共創システムの要素 
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共創による知識創造では、新たな知識創造を行う主体が、Ａ企業であったり、

Ｂ企業であったりする。これは、サービス提供者とサービス受容者が、状況に

よって立場が変わることを意味している。つまり図 3.1 に示したように、共創

活動をサービスプロセスと捉え、共創者はサービス提供者であり、サービス受

容者である。これはジャズのように、実際の現場の状況に応じて必要な演奏を

し、共同な演出価値を作り出すというアナロジーから考えられる。この故に共

創によるサービスプロセスにおける関係性は、実際の共創システムの状況によ

って、立場によるサービス提供者とサービス受容者を定義することになる。共

創におけるサービス受容者はマーケティングにおける顧客の意味ではなく、共

創プロセスにおける情報、支援を受ける側の立場である。共創におけるサービ

ス提供者は共創プロセスにおける情報、支援を提供する側の立場である。実際

の共創プロセスにおける共創双方の立場が常に変わる、すなわち、共創におけ

る「主客一体性」と言う特性である。このようにサービス提供者と受容者の立

場が常に変わり、相互支援するというサービス行為を行うことにより、共創活

動を展開する。 

 
 
 

3.2  共創における価値創造に影響する要素 

3.2.1  サービス視点の人間性要素とは 
共創の目的を達する知識創造に対して、共創の双方はどのように円滑に共創

活動を形成、展開、そして創発するかを考えると、人間の要因が最も共創活動

に影響することがわかる。人間性と言っても、文化背景、個性、行為など様々

な側面があって複雑である。先行調査の結果による、共同での取組みを行う上

での課題として「双方の意識の違い」を挙げる企業の割合が多い。だから価値

創造にとって共創活動の双方の合意ができ、互いの信頼関係を醸成することは

重要である。共創活動におけるサービス支援行為は情報、技術などだけでなく、

互いに信頼性を形成する人間性の支援が極めて重要である。 

先行文献による、信頼は感情であり、人間の感情より社会認知行動から形成
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される。そして人間関係を築き上げる。これらの人間信頼関係によって人々は

成長し、円熟し、奥深くなる。また、感情は特定の目標達成のため、行動を動

機づける役割を持ち、その表出を通して他者との社会的相互作用に影響を及ば

す。そして人間関係性は他人に排斥される危険性を低減し多く恩恵をえること

ができ、対人認知に大きく影響する。たとえば同じ言葉で、違う人間関係によ

って読み取れることが異なってくる。親しい人間関係であれば、同じ見方にす

る可能性が高い。疎い関係であれば、意思の疎通に障害がある可能性が高い。

そして人間関係によって、客観事実の認識の歪みもある。親しい人間関係であ

れば、相手のことが好ましい傾向がある、逆に嫌われる傾向もある。その故に、

人間関係は認知に大きい影響することにより、集団の成員の協力及び集団の活

動の目標達成に大きい影響を及ぼす。 

人と人の間の好意や良い人間関係により、合意を通して信頼を生むことがで

きる。サービス視点で感情と人間関係はサービスの人間性にとって重要な要素

だと考えられる。例えば、店の店員は顧客といいコミュニケーションができて、

そこで顧客に調子を合わせて顧客の予算以外の商品もうまく売ることがよくみ

られる。また人と人の人間関係によって消費行為が異なることもよくある。こ

れらの現象で人の感情と人間関係はサービス品質評価とサービス目標の達成度

に大きな影響があるとわかる。共創活動において、人々の感情と人間関係も共

創活動の円滑度に関係し、知識創造の結果に影響を及ぼす。それ故、人の感情

と人間関係は共創にとって最も重要な人間性要因と考えられる。 

 

 

3.2.2  共創効率性向上のサービス評価 
一般に、共創活動では、双方がめざす目的を達成するための知識創造を行う。

このため、共創活動における価値創造の評価は、客観的に目的が達成されたか

どうかで判断する。しかしサービスの視点から考えると、顧客や従業員の満足

が重要であり、サービス場の理解という点で相互の関係性の強化も共創活動の

重要な産物である。だから共創の知識創造にとって人間の感情と関係性が重要

な影響要因と考えられる。 

共創の行為は人間の関係性ができてから感情を交わらせることにより行動の
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協働性が生まれてくる。共創者双方は最初に接触し、互いに関係性を作り始め

る。そして、相互に相手側の客観的ニーズを探索し始める。この過程で、相手

に対して興味を持ち、安心感が生じてくれば、双方の合意に基づいて信頼感を

形成し、共創活動を行うことを契約化する。従って、相手側のニーズに対応す

ることで、双方が心理的な喜びを感じることができる。これにより、双方の関

係は更に緊密になり、客観的には、サービスに対するニーズを満足し、主観的

には、心理面での満足も得ることができるようになる。こうしたプロセスにお

ける価値創造は、３つの要素で評価する必要がある。すなわち、主観的な満足

度（共創活動において参加した人間の満足度はどうであったのか）、客観的な満

足度（目標が達成されたか）、双方の関係性の緊密度である。具体的に、図 3.2

に示すように、客観ニーズ、心理面の感情又力動的な人間関係性という 3 軸で

共創活動において創造されたサービス価値（サービス効率性）を評価する。こ

の 3軸は時間と共にこのように変化していく： 

（客観的）ニーズ：ニーズ探索・ニーズ対応・ニーズ契約化・ニーズ満足 

（力動的）関係：接触・合意・協働・融合 

（心理的）感情：安心愉快・信頼・喜び・満足 
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図 3.2 共創におけるサービス価値空間 

 
 
 

3.3  共創におけるサービス場 

3.3.1 サービス場の導入 
サービスに関して，いくつかの定義が存在する。広辞苑では，「奉仕，接待，

商店での値引き，客の便宜を図ること，物質的清算過程以外で機能する労働」

と定義している。亀岡(2007)は、サービスを「人や組織がその目的を達成する

ために必要な活動を支援する行為」と定義している。この定義に従うと，共創

におけるサービスは、顧客の目的達成に対して、サービス提供者が、技術やサ

ービスを提供し、それによって対価をもらう。すなわち、顧客とサービス提供

者が価値を形成する行為とみなせる。サービスシステムはこれらの関係を構成
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し、顧客のサービスに対する満足度最大化を狙う。 

提供されるサービスが顧客にとってどれくらいの価値を持つかは、顧客の目

的達成に対するサービスの有効度合いによって決まってくる。このサービス価

値は，提供されるサービスの内容が同じでも、それを受ける人の特性や時間，

そしてその場の状況によって大きく異なる。例えば、顧客ＡとＢは,求めるサー

ビスは同じとしても、それぞれ顧客はこのサービスを獲る状況によって満足度

が違う、つまりそれぞれ顧客にとってサービス価値は異になる。すなわち，サ

ービス価値は文脈に依存して決まってくる。そこで、サービス価値が文脈に依

存するという特徴に対して、「サービス場」という概念を導入する。すなわち、

サービス価値は，サービスそのものとサービスが提供される状況としてのサー

ビス場との関係性で決まってくるという考え方である。 

サービス場の概念は、電磁気学において電磁気力の生成が電磁場と電荷の相

互の関係から生じるという電磁場（electro-magnetic field）のアナロジーに

基づいている。 

F = q ( E + v x B )                (1) 

F ：電磁気力、q：電荷、E：電場、B：磁場、v：速度 

電磁場の理論では、いくら電荷が大きくても電磁場が存在しなければ力が生

成されない。これと同じように，いくら良いサービスであっても、そのサービ

スを必要とするサービス場が存在しなければ，サービス価値は生まれない。サ

ービス価値は、サービスが提供される状況としての“サービス場”とサービス

そのものとの関係性から創造されるというモデルである。すなわち、 

（サービス価値）＝（サービス）ｘ（サービス場） (2) 

ここで、ｘは乗算ではなく、２者の関係性を示し、サービス価値がサービス

とサービス場に依存することを示す。提供するサービスの価値を向上するため

には、サービス場を明らかにし、対象顧客の特性や状況に応じて的確なサービ

スを提供することが重要である。 

 

 

3.3.2 共創におけるスパイラルのサービス場 
先行文献における場の特徴は下記の通りである。  
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一．場の原理の適用範囲：個人と集団 

二．相互作用  

三．力動的な変化  

四．心理的な変化  

五．時間の連続性  

六．存在の客観性  

七．全体性  

また、場に関して、先行文献で創造に起こる場の必然性、場における時空間

性、関係性、意味性、身体性、重層性、自己組織化、主客一体性、そして場と

情報の関係などを述べていた。サービス場はサービス行為の場である。あくま

で人間活動の場である。この故に以上の場の特性を持っていると考えられる。 

共創におけるサービス場で、人は互いの接触のプロセスの中に、情報獲得、

情報の関係付け・意味付けを行い、人と人の ダイナミックの関係の中で、共体

験や心理上の共感を形成する。サービス提供者と受容者の相互作用により、安

心、愉快などの心理エネルギーを形成し信頼関係を生み出す。良い共創では、

互いの理解が深くなり、個人の経験が組織間に伝搬され関係者の間に広まって

いく。こうした経験が、時間と共にサービス場の理解を高次元に引き上げるこ

とを可能にする。

レヴィンの概念より、すべての行動（動作、思考、希望、努力、評価、成就

等を含めて）は一定の時間単位における場のある状態の変化（ｄｘ/dt)として

考えられる。個人の心理学を取り扱うために、科学者が取り扱わなければなら

ない場は個人の「生活空間」である。このような生活空間は人とその人にとっ

て現存する心理学的環境とから成っている。集団心理学や社会学を取り扱う際

にも、同様の公式が提出される。個人心理学において個人の生活空間のことが

述べられるのと全く同じ意味で、集団や制度の存在する場のことが述べられる。

伊丹は組織の場の機能を「1.相互作用で有効情報の蓄積 2.有効情報と心理の相

安心、信頼、喜びという主観的な満足感の形成が、新たな関

係性を形成させ、有効なサービス支援ができ、価値創造プロセスを興す。ここ

で、共創におけるサービス場は有効情報の繋がりで、時間の推移に従って、サ

ービス提供者と受容者の間の関係性を強め、提供者と受容者のニーズを満たし

ながら、双方の満足感に至るよいサービスを形成する時空間場所であると定義

する。 
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互作用を噛み合い、心理的な変化によって合意し、整合的な決定で協働的な行

動を生まれる。」と述べていた。レヴィンの概念により、伊丹が述べた場の機能

もサービス場にも適用できる。 

共創におけるサービス場の機能は双方がサービス場の理解を深めることによ

って、関係性の強化と心理的な満足の向上が図れ、時間の経過と共に、よりよ

いサービスができるようになる。これが、新しい知識創造を通して価値創造を

加速すると考えられる。組織と組織の共創活動では、最初、個人と個人の共創

活動から始まり、個人と組織の共創へと展開し、組織と組織の共創活動に至る。

すなわち、図 3.3 に示すように、感情上の満足、人間関係の強化と客観ニーズ

を満足することによる信頼関係を形成するプロセスが繰り返されることで、サ

ービス場の理解が時間と共にスパイラル的に増大していくことを示している。

価値共創におけるサービス場が、知識創造に必要とされる情報や行為のサービ

スに関する必要度を表すものとすると、知識創造プロセスが時間と共に変化す

るのに対応してサービス場もそれに対応して変化する。 

 

 
 

図 3.3 共創におけるサービス場 
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共創プロセスは、サービス提供者と受容者の相互作用で、スパイラル状に連続

して知識創造を行う活動である。ここで、共創に成功した企業間では、相互の

関係性がより強く結び付けられるようになる。すなわち、共創活動を通じて、

相手方の技術ニーズ、企業文化などがわかるようになる。サービス場の概念に

従えば、知識創造のための支援をする場合、相手側の状況がわかるので、より

良いサービス（情報提供や技術支援）を行いやすくなる。このことは、共創で

成功した企業同士では、相手の事情や信頼関係が深まっているので、次の共創

もうまくいくことが多いという事実を説明している。 

 

 

 

3.4  共創におけるサービスプロセス 

3.4.1 共創におけるサービスの有効性 
共創双方の支援行為はサービス行為である。共創の目標を達成するため円滑

な共創活動が望ましい。この役割を果たすものは共創におけるサービスプロセ

スである。円滑な共創活動を展開するため、どんなサービス支援が有効である

か、つまりどんなサービス行為が有効であるかは、サービス場の状況によって

変わる。 

サービス場は、サービスにおける共創システムの状況である。サービス場の

状況を把握しながら、妥当なサービス行為を行うことが可能になる。サービス

行為とサービス場の関係をジャズのアナロジーで考えてみよう。ジャズは米国

南部の黒人の民俗音楽と白人のヨーロッパ音楽が融合してきた音楽であり、オ

フビートの独特のリズム感、即興演奏など特徴がある。多数の演奏者達は演出

の現場の雰囲気などによって、進行中の音楽に合わせて、この時点でフィット

する音楽を即興演奏する。ジャズにおけるサービス場は現場雰囲気、進行中の

音楽などすべての状況である。このような即興演奏は共創のサービス場におけ

るサービス行為と考えられる。サービス行為は文脈を表すサービス場に依存す

る。サービス場が解れば、相手が何かを求めているかという必要な提供、支援

が解ってくる。そして妥当なサービス提供が可能になる。この故にサービス行
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為の有効性は、サービス場の理解度によるものであると考えられる。 

 

 

3.4.2 共創におけるサービスプロセス 
こうした考え方に基づいて、共創活動における価値創造を以下のステップで

展開する。 

 

ステップ１：共創活動を行う双方がサービス場の理解を行う。すなわち、知

識創造のために、相手はどんな情報を必要としているのか、どんな技術支援を

求めているかなどである。 

 

ステップ２：サービス場の状況を知り、必要なサービス支援を明らかにし、

有効なサービス行為を設定する。 

 

ステップ３：サービス行為を相互に提供し、知識創造を行う。 

 

ステップ４：知識創造の結果を自分の中に取り込み、次の新たな知識創造プ

ロセスに反映させ、新しい知識創造に繋げる。 

 

ステップ１からステップ４を図 3.4 のように、サービス共同化、サービス表

出化、サービス連結化とサービス内面化４つのモードで構成する。サービスの

人間性要素を考慮して、各モードに情動（感情上の満足）プロセス、人間関係

性の形成或強化プロセスと客観ニーズの満足プロセスで構成する。共創におけ

る知識創造はその三つのプロセスが影響し合いながら深化して価値創造を加速

する。 
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図 3.4 共創におけるサービスプロセス 

 
 
 

共創におけるサービスプロセスにおいては、互いの学習やコミュニケーショ

ンを行い、サービス提供者と受容者の立場を交換しながら、多様なサービス場

が形成される。接触、合意、協働、融合に至る関係性の中から、ダイナミック

に知識創造を行う。ニーズ探索、ニーズ契約化、ニーズ対応、ニーズ満足に至

るニーズに関する状況の変遷、技術、製品に関して創造された知識創造に対す

る客観的な事実に対する満足感、そして、安心、信頼、喜びという主観的な満

足感の形成が、価値創造のサービスプロセスで起こり、これらが新たな関係性

を形成するのである。各モードの枠組みは以下のようになる。 



 

 41 

 

【サービス共同化】サービス関係者達の情報共有のプロセスである。サービ

ス場の情報を収集し、共体験を通し、サービス提供者と受容者が共感を持ち、

サービス環境の知を取り込みながら経験共有に至るプロセスである。個々のフ

ェースーツーフェースか、ＩＴなどのコミュニケーション技術によるサービス

提供者と受容者の接触を通してニーズ（その場合の需求）を探索し、サービス

共同化が始まる。情報を伝達、収集、交換し、経験共有するプロセスの上に、

安心、愉快な感情が生まれてくる。つまりこのサービス共同化のプロセスを通

して、共創活動を行う双方は共創の場を理解始め、相手にとってどんなサービ

ス支援を求めているかを明らかにしてくる。 

 

【サービス表出化】サービス合意形成のプロセスである。サービス場の情報

の収集による有効情報の蓄積ができ、意識的に構築する概念化のプロセスであ

る。即ちサービス提供者と受容者の間の関係性はもっと近づき、合意による信

頼感を生み出しながら、自己組織化を行ったり、ニーズを契約化したりする。

つまり、共創におけるサービス場の状況を明らかにし、どんなサービスが必要

であるかを明確にし、有効なサービス行為の設定ができる。 

 

【サービス連結化】サービス協働プロセスであり、共創価値の概念を具体的

に体系化するプロセスである。サービスの提供者と受容者の間に情報を交換し、

サービスに関する知識や有効情報を効果的に収集しながら拡大し、適切なサー

ビスを提供する。実際のサービスニーズへの対応を行い、サービス提供者と受

容者の良い協働関係によって、喜びの感情が生み出される。つまり共創活動に

おいて、互いに適切なサービス行為を提供しあい、知識創造を行う。 

 

【サービス内面化】サービスを自己内面組織化しながら、サービス共創価値

を具体化するプロセスである。サービス提供者と受容者の時空間の相互作用で、

獲得の新たなサービス経験、知識などを自分の内に取り込み、自覚的に統合す

る。そして新たなサービス経験、サービス知を次のサービスプロセスに生かし、

新しい知識創造に繋げる。サービスする双方はサービス活動に対して認識度と

参与感を高め、次の共創のチャンスあるいは共同事業化の機会を準備する。 
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共創におけるサービスプロセスは、サービス提供者と受容者の相互作用で、

空間と時間を包含し、いくつかサービス場を絡み重ねてスパイラルに連続して、

関係性を強め、心理的な期待を満足し、客観的なニーズを満たすというサービ

ス効率性を向上する連続的な知識創造活動である。

 

このような四モードは常に

順になる動きではなく、ある時連続的に連動するが、ある時非連続的に連動す

る。 

 

 

3.5  企業共創のフレームワークの構成 

サービスアプローチで人間性を包含する企業間の価値共創の枠組みは図 3.5

に示すようになる。共創システムの要素となる共創者が共創活動の目標を達成

するため、スパイラル的な価値共創のサービスプロセスを通して、双方の満足

に至る。すなわち、共創におけるサービスプロセスで各共創者はサービス提供

者であり、サービス受容者であるという立場を入れ替えりながら、相手の求め

ることを明らかにしながら適切なサービスを提供する。そして共創の双方は、

これらのサービス支援により、獲得した客観ニーズ、心理ニーズの満足度、そ

して双方の関係度の強化という新たな経験知を通して、スパイラル的に成長し、

それによって、価値創造を行い、共創活動の効率性と目標達成の成功度を向上

する。 
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図 3.5 価値共創のフレームワーク 
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第 ４ 章 
共創における成功ビジネス事例の研究 
 
4.1 企業共創フレームワークの提案の妥当性評

価のインタビュー 

4.1.1 インタビューの目的と仮説設定 
価値創造を加速する企業共創フレームワークの提案の妥当性を評価するため、

成功したＢ２Ｂのビジネスの共創プロセスを明らかにすることを狙い、インタ

ビュー調査を行った。調査する前に以下のようにインタビューの仮説を設定し

た。 
 
仮説１、共創におけるサービスプロセスは情報共有、サービス合意形成、適切

なサービス提供、サービス経験から構成され、共創者の状況を互いに明らかに

しながら新たなサービス提供が出来ることにより、知識創造を通して価値創造

を加速する。 
 
仮説２、共創におけるサービス場は、有効情報の繋がりで、時間の推移に従っ

て、サービス提供者と受容者の間の関係性を強め、提供者と受容者のニーズを

満たしながら、双方の満足感に至る、よいサービスを形成する時空間場所であ

る。共創者はスパイラル的にサービス場の理解を深めることによって、よいサ

ービスができるようになる。これが、知識創造を加速する。 
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仮説３、共創活動における共創者の間の人間関係の構築と強化、心理満足度と

客観ニーズの満足度という三要素は、共創プロセスを展開させ、いいサービス

提供が出来ることより、共創の成功に大きい影響を与える。 
 
 

4.1.2 インタビュー方法 
１．インタビュー調査対象 

価値創造を加速する企業共創フレームワークの有効性を検証するため、調査

対象として、成功した日立の省エネルギーサービスビジネスに関して当時の担

当者にインタビューを行った。 

 

２．インタビューの内容 

インタビューの質問項目は二つの部分で構成する。具体的に実施したインタ

ビュー内容は表の通りである。 

第一はこのビジネス成功事例の基本データに関する調査である。この事例の目

的、対象、期間及びビジネス内容をインタビューする。 

第二は、このビジネス成功事例の展開状況に関する調査である。これは三つの

仮説内容を基づいて、質問項目を設計し、インタビューを行う。 
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表 4.1 成功した共創事例のインタビュー内容 

 

自己紹介 

研究内容の説明 

インタビューの質問項目 

１． 成功共創活動の基本データ 

・成功した共創活動の対象 

・成功した共創活動の目的 

・成功した共創造活動の期間 

・成功した共創活動の内容 

２． 成功共創活動の展開状況 

（知識創造及び価値共創に関する質問） 

・この活動を成功した理由はなんだと思いますか？ 

・共創活動のプロセスはどのように展開していきましたか？ 

・共創はお互いにサポートすることが大事だと思いますが、この事例でどのようにお互いにサポ

ートしましたか？例を挙げていただけませんか？ 

（共創におけるサービス場とスパイラルの成長共創経験の形成に関する質問） 

・共創過程で問題がありましたか？どんな問題でしたか？どのように解決しましたか？問題を

解決した後何を習いましたか或いは何か新たな経験を形成しましたか？ 

・これらの経験はどのように生かして次ぎの新たな経験を形成し、活動の成功に至りますか？ 

（共創における人間関係、心理性などに関する質問） 

・共創活動にとってコミュニケーションは大事だとおもいますが、成功事例において、人はど

のようにコミュニケーションをしましたか？ 

・参加者の心理と人間関係は活動の最初から最後まで変化がありますか？どのように変化してき

ましたか？ 

・参加者の心理満足と人間関係の構築は知識創造、経験形成などにどんな影響がありますか？ 

・信頼関係は共創活動にとって重要ですか？共創活動の参加者の信頼関係のどのように構築がで

きましたか？ 

・参加者の心理満足と人間関係の強化は今後のビジネスチャンスと共創活動に対して影響があり

ますか？どんな影響がありますか？ 
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4.2 インタビュー調査結果のまとめ 
このインタビューの録音データの内容を下記のようにまとめる。 

 

 

4.2.1 成功事例の内容 
成功事例の背景： 

地球環境の問題は世界的に重視され、特に、地球の温暖化防止のため、温室

効果ガス（GHG: Greenhouse Gas）排出を大幅に削減した“低炭素社会”の実現

が提唱されている。京都議定書に基づき、2008 年から世界各国は温室効果ガス

排出量削減する目標を達成するため、様々な取組を始めている。これらの社会

的背景の下で、日立はビジネスチャンスとして、新たなビジネスモデルとして

「省エネルギーサービス」を提供することを新聞、ニュースなどによって産業

界に発信した。このサービスは、電力セクター、エネルギー多消費型セクター、

運輸・民生など生産・サービスが総量として相当のエネルギー消費をもたらす

セクターなどを対象としている。 

 

成功事例の対象と期間： 

あるエネルギー多消費型の工場（名前省略）は「省エネルギーサービス」事

業に興味があった。この顧客に対して「HDRIVE」と名付けた生産装備サービス

は 6年を掛かって導入することが成功した。 

 

成功事例の内容： 

「省エネルギーサービス」は、顧客が生産設備を装備するという経営意思決

定にあたって、従来の購入、レンタルなどの手段と違い、「リスクを共有するこ

と」によって新たな利益機会を実現する「生産装備サービス」である。本事例

の生産装備サービスは、インバータという既存技術を使った高圧モータの省エ

ネルギーを、顧客のイニシャルコスト不要で実現する。これは操業により刻々

と変化する省エネルギー量を測定し、これを金額換算してサービス使用料を実

現した省エネルギーの中から支払う仕組みである。又増減する省エネルギー量
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を合計（月単位）リスクの一部をサービス提供業者が負担する「省エネサービ

スモデル」（図 4.1）としてビジネス提案する。 

 

 

 

図 4.1 省エネサービスモデル（小坂・薮谷 2009） 

 

 

モータのインバータ化による省エネは図 4.2 のように、インバータ適用前の

消費電力曲線 a に比べ、インバータを導入した消費電力曲線 b では、モータ回

転数が少ない場合、消費電力がべき級数的に減少する。そこでモータ回転速度

に対応した消費電力ｂを時々刻々測り、事前にモデル式で与えるインバータ適

用前の電力曲線から aを求め、省エネルギー量：c=a-bを測定し、これを積分す

ることでトータルの省エネルギー量を計算することができる。インバータ適用

前の消費電力曲線 a のモデル化は、サービス提供業者は実施する事前の省エネ

診断をもとに、顧客企業との合意する上でモデルを設定するのである。 



 

 49 

 

 

図 4.2 インバータの省エネ原理（小坂・薮谷 2009） 

 

 

このサービスの特徴の一つは、顧客とサービス提供業者が、サービスビジネ

スモデルを共創によって作る点である。特に、双方のリスクのシェアをいかに

してサービスビジネスモデルに入れ込むかが共創のポイントである。この事例

では、共創活動によって、顧客及びサービス提供業者がリスクを共有するため

のオプション手段をサービスの中に組み入れることで双方がリスクシェアの合

意をめざす。具体的には顧客の単純な「解約返却オプション」に加えてサービ

ス提供業者の「解約買い取りオプション」を可能にすることによって、双方の

変更オプションの行使によりタイムリーな投資意思決定が可能になり、投資の

撤回不能のリスクを大幅に低減することができる。 
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4.2.2 成功事例による共創システムの枠組 
この省エネ生産装備サービスの成功の鍵はサービスユーザ（エネルギー多消

費型工場）とサービス提供業者（日立会社）がリスクを共有することによる省

エネの実現である。図 4.3 に、企業共創システムにおける枠組と共創の双方の

関係性を示している。 

 

 

図 4.3 共創システムにおける枠組 

 

 

4.2.3 成功事例による知識創造と価値創造 
このサービスは、省エネルギーという価値を顧客と「共創」し、互いに企業

価値を高めることができる。省エネルギー量がユーザの操業により刻々と変化

するリスク環境の中で、ユーザとサービス提供業者がどのようにリスクを共有

するサービスビジネスモデルを共創するか、そのための知識創造をどのように

行うのか？実際のビジネスでは、顧客とサービス提供業者がプロジェクトを作
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り、共同で検討しながら双方の合意するサービス契約をつくるように進めた。

そして、図 4.4 のような共創プロセスでサービスビジネスを成功させることが

できた。 

 

 

 

図 4.4 省エネ生産装備サービスの共創プロセス 



 

 52 

成功事例である本事例の共創プロセスを、本研究で提案した共創のサービス

プロセスにあてはめて検討してみる。 

 

【サービス共同化】 

最初、電話で顧客から省エネルギーサービスに関するお問い合わせがあった。

このきっかけで、日立の営業担当者はこのエネルギーの多消費型工場を尋ねた。

そこでサービス提供業者の営業担当者とユーザの担当者の間に会話が始まった。

互いに知らない人だので、どんなことが相手の興味であるか、どのように話を

かければ相手にとって好ましいか？日立の営業担当者は顧客の顔ぶれ、時期、

回りの雰囲気などを読み取りながらいろんな話題を取り込み、相手の好み、性

格、意図などを明らかにしながら顧客の潜在ニーズを掘り下げた。このような

過程で互いに好感を生じるようになってきた。何回もフェースツーフェース、

電話などのコミュニケーションによる接触をした。顧客に好まれたり、断られ

る反応も繰り返し、互いに好感が深まり、疎い関係は親しい関係になり、相互

に馴染むようになってきた。このようにコミュニケーションすることで互いに

環境・省エネのニーズがマッチした。そしてサービスの事前試算を行うことが

合意できた。 

ユーザが提供するデータによりサービス事業者は、省エネやユーザ利益の試

算をし、試算結果をユーザに伝えた。この利益の試算結果を基にして、ユーザ

とサービス企業の生産装備サービスの導入に関する検討が始まった。この検討

の中で、ユーザ工場とサービス提供業者におけるさまざまな関与者を巻き込み、

多様なサービス共創活動を行った。システム概要調査、社内の稟議、サービス

ビジネス課題に対して、ユーザとサービス事業者は共創関係を保ちながら、相

互の情報の交換を行った。コミュニケーションにより、相互の安心感、信頼感

が醸成され、多様な経験を積み重ねることで相互の共感を形成した。そしてユ

ーザとサービス事業者の双方がリスクを共有するという認識を確認することが

できた。 

 

【サービス表出化】 

さまざまなやりとりで、一年間を費やしてきて、ユーザ工場とサービス事業

者である日立との間に信頼感が深まった。省エネのために生産設備を使用する
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意義を明らかにし、契約内容を充実した。そしてサービスに関する契約書を締

結することができ、ユーザからオーダーをもらった。 

 

【サービスの連結化】 

契約の下で、双方が協働活動を行い、オーダーに応じて生産を始めた。生産

設備サービス提供業者は、ユーザ設備の図面、ユーザが提出する稼働状況デー

タなどを基に、ユーザに最終条件を提示する。そして、機材製作、現地工事管

理、サービス管理、決済、事後サービスなどに関して協働した。 

このような協働関係は、ユーザとサービス提供業者の双方が、リスクを共有

することで生産装備の省エネを実現するという共通の目的から生まれてきた。

サービス共創プロセスは、必要な情報の交換を通して、人々の心理的なエネル

ギーを生み出し、信頼感を高めながら満足感を形成した。 

 

【サービス内面化】 

こうした活動を通して、ユーザと生産設備サービス提供業者の間に新たなサ

ービス経験、サービス知が生まれてきた。ユーザとサービス提供業者の双方が

リスクを共有してサービスの目標を達した。即ち、互いに双方を理解し、相手

に好感をいだき、信頼感も深くなった。こうした経験が双方に取り込まれ、次

の共創へ発展した。たとえば、リピートオーダーの発行、新たなビジネスのチ

ャンスの提供などであった。 

 

 

4.2.4 成功事例によるサービス場 
共創におけるサービス場は知識創造の深化を通して、価値創造プロセスを興

しながら深化と拡大する。この事例においては、インタビューデータからさま

ざまな場の説明ができた。 

 

（１） 共創による電力の価格設定 

この事例で、ユーザとサービス提供業者の間に電力の価格設定に関する問題

があった。サービス提供業者である日立では社内で電力の価格設定を行ってい
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た。普段のビジネスの場合、商品のサプライヤーは市場に応じて価格を設定し

て、そして顧客と交渉する。日立社内の技術者達と営業担当達は社内での検討

を行い、顧客から貰ったデータを基づいて、既存の技術知識を使って十年間の

電力の単価を設定した。営業担当者はこの単価をユーザ側の担当者に提供し、

交渉しようという姿勢があったが、この単価の設定の適応性はユーザ側の担当

者に疑われた。いろいろなコミュニケーションをして、互いに馴染むようにな

ってきたので、日立の営業担当者はユーザ側の担当者に直接に質問の意図を聞

いた。ユーザ側はエネルギー多消費型工場であり、電力に関して専門知識が詳

しいし、経験も多い。一方、日立はこの省エネルギーサービスのプロジェクト

を立ち上げたばかりので、省エネ-サービスにおける電力の価格設定に対して、

顧客ごとの状況を明確に把握していないことが現実の問題であった。日立の営

業担当者はユーザ側の担当者からいろいろ電力に関する技術及び単価設定の計

算方法を教えて貰い、納得した上に日立社内で再び電力単価の設定を行った。

最後はユーザ側からアドバイスされた単価を用いた。 

この電力単価の設定問題はサービス提供業者である日立とユーザである工場

側の共創によって解決された。これは双方の情報を交換することを通して、共

創双方の不足するノウハウが明らかにできた例であった。相互のいいコミュニ

ケーションにより、いい人間関係を形成し、このようなプロセスを通して心理

的なエネルギーを形成した。即ち信頼関係の構築ができた。これらの心理エネ

ルギーと意思決定で、互いに相手の利益を考えるような協働を行い、新たな価

格設定ができた。そして、単価設定の成功を通して、双方にとって新たなサー

ビス経験を形成した。例えば日立の技術者たちにとって、不足する電力に関す

る専門知識は専門家の顧客に聞いて学ぶことであった。営業者にとって、不足

の市場情報は顧客に聞くことにより獲得することなどであった。このサービス

場における電力単価設定の成功という価値創造は、互いに情報をシェアするこ

とで、互いに求めることを明らかにし、そして妥当なサービス行為を通して可

能になった。互いの信頼性と客観ニーズの満足は相互に影響しあいながら共創

におけるサービスプロセスに大きい影響を与え、新たなサービス経験と知識を

次々と形成することで電力単価設定という価値創造が効率的にできた。 

 

（２） ビール演奏懇親会 
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サービスの契約を形成した後、サービス提供業者とサービスユーザの間で、

様々なやりとりをした。正式な会議、個人的な面会、仕事後の飲み会などで協

働活動は契約の通り進んでいた。色んな話題に関する日立の営業担当者とユー

ザ側の担当者の間の会話で、個人の興味に関する話題があった。互いにユーザ

側にビール作りという好みがあるメンバーがいる、サービス提供業者側に楽器

を引くことが好きだというメンバーがいると解った。そこで双方の担当者はビ

ール演奏会を行うことを提案し、双方のメンバーに参加させると合意した。そ

してある週末にこのビール演奏会を行い、成功した。双方の省エネルギーサー

ビスプロジェクトに関する関与者達は気軽に参加し、楽しんだ。このビール演

奏会を通して、参加者は公的から私的までさまざまな話題を取りあげるように

なった。普段逢えない双方の技術者達もフェースツーフェースで相互の交流が

良くでき、相手の個性、考え方などがよく解るようになってきた。互いに知り

合うことにより、互いに好意を持ち、友達のようになった。このような活動を

通して共創双方はコミュニケーションが以前より円滑になり、双方の理解が深

化し、関係性も強化した。互いの支援は速やかになり、実際の協働活動におけ

る問題解決に対して効率性が向上した。 

 

（３） リピートオーダーの発行と新たなビジネスチャンス 

省エネルギーサービスビジネスは結果的に成功した。そして日立はユーザの

リピートオーダーを貰った。この省エネサービスのプロジェクトを通して、サ

ービス提供側の日立とサービスユーザ側の工場の関与者達は馴染むようになっ

た。これは仕事関係だけでなく、私的な関係に関しても、互いに友達の関係を

保つようになった。担当者達の間に、相手の人柄や、背景などがよく分かるよ

うになってきた。そして、双方の会社の事情、文化なども互いに理解ができる

ようになってきた。何かあれば、直接連絡したり、意見を求めたりするように

なってきた。互いにアドバスをしたり、協力したり、問題を解決するようにな

ってきた。また新たなビジネスチャンスを探しながら、互いに提供し合うよう

になった。例えば最初の実績を成功するまで 1 年をかかるとすれば、二回目の

ビジネス機会があれば、リポートオーダーは三日目で貰え、三回目ビジネス機

会があれば、すぐにオーダーを貰えるという相互関係に成り立つようになった。 
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4.2.5 成功事例による共創の成功に影響する要素 
この成功事例のインタビューでは、共創の成功に影響する要素が企業間に共

有する目標と信頼性だと言われた。顧客とするエネルギーの多消費型工場側は

元々省エネルギーという潜在ニーズがあった。日立側が提供する省エネルギー

サービスに対して興味を持つことはこの共創活動のきっかけになった。互いに

省エネルギーという共同の目標に向かうことにより、いいコミュニケーション

を行いながら信頼性を深め、成功を達成した。 

互いに双方の担当者達は最初省エネルギーのニーズの話から始め、半分ビジ

ネス半分雑談の形でコミュニケーションを行った。これらの雑談は人の興味、

性格、天気、ニーズなどいろいろな話題であり、よく互いに知り合うことがで

きた。冷たい顔をされたり、断れたり、疎い関係から新しい関係になり、相互

の信頼関係性を形成し、或強化した。この度に省エネルギーサービスに関する

話を円滑に進むことができた。このようにして顧客の潜在ニーズを明らかにし、

適切な対応が可能になった。また、実際のビジネスの中では、おごったり、遊

んだり、「8 割遊び、2 割ビジネス」という営業手段で相手を好感し、互いの関

係性を強化した。このような手段によって、互いの信頼性を強化することでい

いコミュニケーションができ、相互の情報は速やかに交換できて、相手のニー

ズを深く掘り下げ、これらのニーズに対するサービス対応も速やかに提供でき

た。 

 

 

 

4.3 調査結果による仮説検証 
この成功事例の共創プロセスにおける知識創造と価値創造は、共創者たちの

ポジティブな情動形成、人間関係の形成、と客観ニーズの満足のプロセスを絡

ませることにより、情報共有（サービス共同化）、サービス合意形成（サービス

表出化）、適切なサービス提供（サービス連結化）、サービス経験（サービス内

面化）と深化していくと述べることができた。実際の共創の場における価値創

造はサービス共同化からサービス内面化まで必ず４ステップのように通して行
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うことではなかった。ある時連続的に深化するが、ある時非連続的に進行した。

成功事例を通して、仮説１が成立したと言える。すなわち共創におけるサービ

スプロセスは情報共有（サービス共同化）、サービス合意形成（サービス表出化）、

適切なサービス提供（サービス連結化）、サービス経験（サービス内面化）から

構成し、共創者の状況を互いに明らかにしながら新たなサービス提供が出来る

ことにより、知識創造を通して価値創造を加速する。 

 

この成功事例におけるサービス場の事例を通して、サービス場は個人と個人

の関係から始め、そして組織と組織の関係、公的から私的へと拡大し、情報の

共有を広めていくことで共創の双方は相互の理解が深くなると解った。これら

のサービス場を理解するプロセスで、好感、関係性を形成し、互いに信頼性を

深め、双方のニーズを早く明らかにすることができた。そして速やかなサービ

ス支援が可能になり、新たな知識創造を効率化することで価値創造を行った。

この故に仮説２も成立したと言える。すなわち共創におけるサービス場は有効

情報の繋がりで、時間の推移に従って、サービス提供者と受容者の間の関係性

を強め、提供者と受容者のニーズを満たしながら、双方の満足感に至るよいサ

ービスを形成する時空間場所である。共創者はスパイラル的にサービス場の理

解を深めることによって、よいサービスができるようになる。これが、知識創

造を加速する。 

 
この成功事例を通して、企業間の共創の成功に影響する要素は企業間の共通

目的（共創活動の目標即ち共創価値である）と信頼関係である。実際の事例の

共創活動からみると、具体的な問題解決をすることにより共創の目標を達成す

ると解った。これらの共創プロセスにおける問題解決は連続的な潜在客観ニー

ズを満足することと考えられる。一方、共創活動における信頼関係は、共創プ

ロセスを通して形成しながら、また共創プロセスの展開を促進する。心理学で

は、信頼関係は人間の好意から形成し、人間関係であると解釈している。成功

実例でも、共創者達はいいコミュニケーションから互いに好意を持ち、楽しい

などの感情形成から、いい人間関係を生み、信頼性の構築ができたとしている。

それ故に、共創活動の仮説３が成立したと言える。すなわち、共創活動におけ

る共創者の間の人間関係の構築と強化、心理的な満足度と客観ニーズの満足度
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という三要素は、共創プロセスを発展させ、これにより、いいサービス提供が

出来ることで、共創の成功に大きい影響を与える。 
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第 5 章 
終わりに 
 
5.1 事例の考察 
省エネルギーサービスビジネスの成功事例を用いて以下の考察ができた。 
 
１． 共創における「主客一体性」 
事例を通して、企業間の価値創造が互いに協働を通して共創の目標を達する

とわかる。すなわち、このような共創活動における双方は共創者である。共創

活動を成功するために、双方は相互にサービス支援を行う。だから共創におけ

る双方は共創のプロセスでサービス提供者であり、サービス受容者である。こ

れはサービスビジネスモデルにおけるサービス提供業者とサービス使用者の意

味と違うことがわかる。 
 
２． 共創におけるサービスプロセス 
企業間の価値共創ではサービスプロセスで次々と知識創造を積み重ねること

より、共創の目標を達成する。即ち企業間の価値創造は共創におけるサービス

プロセスから生み出された知識の総和の結果である。それ故に企業間の共創目

標を達成する価値創造プロセスは、共創におけるサービスプロセスであり、知

識創造プロセスであると考えられる。これは、サービス共有化、サービス表出

化、サービス連結化とサービス内面化と命名した適切なサービス提供の４ステ

ップから構成する。すなわち、サービスの必要性を探索する情報共有のプロセ

ス、サービスの妥当性を設定するサービス合意形成するプロセス、適切なサー

ビスを提供するサービス協働プロセス、とサービス経験を形成するサービス知
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の蓄積プロセスから構成する。 
 
３． サービス視点の人間性要素と共創におけるサービス場 
事例から企業間の共創活動の成功にとって、双方の客観的ニーズのマッチと

信頼性の構築は最も影響する要因だと考えられる。企業間の価値創造は人の情

動プロセス、人間関係性の構築プロセスと客観ニーズのマッチプロセスの影響

し合うことから生み出される。これらのプロセスは共創の場を形成し、共創活

動を刺激する。人間性重視のサービス視点で、感情満足と人間関係性の強化を

通して人の信頼性を高めることにより、ポジティブの協働活動を形成し、客観

的ニーズへの満足は早まる。そして、客観的ニーズを満足する協働行為から、

人の信頼性を深化していく。このような感情満足、関係性強化と客観ニーズの

満足の相互影響は、共創におけるサービス場の成長をスパイラルに促進する。

また、これらの相互影響で、サービス場に対する人の理解もスパイラルに深化

していく。 
事例を通して、サービス場は多様な場から構成されるとわかる。企業間の価

値共創プロセスはこのようなサービス場に依存する。共創する企業双方はサー

ビス場を理解すればするほど、サービス支援の有効性を高めていく。時間と共

に双方の情報共有、サービス合意形成、適切なサービス提供とサービス経験の

形成プロセスを通して、サービス場の理解がスパイラルに深まり、サービスを

効率化する。サービスの有効性を高めることにより、知識創造も効率化する。

これらの知識創造を通して、共創の目標を達するという企業間の価値創造を加

速することができる。 
 
 
 

5.2 SRQ と MRQ の回答 
SRQ1.どんな要素が企業間の共創活動に影響するか、価値創造を加速するため、

どんな人間性の要素を考える必要があるか？ 

企業間の共創活動に影響する要素は以下である。 

１． 共創者の客観ニーズの満足度 
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２． 共創者の感情上の満足度 

３． 共創者の人間関係の緊密度 

企業間の共創活動は常に共通な目標と信頼性を保つことより成功を達成する

ことができる。共通の目標の達成に至るまで、連続的にいくつかの一時的な客

観的ニーズを満足する。これらの客観的ニーズの満足は、共創活動における具

体的な問題解決、知識学習などサービス提供者と受容者の相互提供・満足の形

で創造される。一方、人の感情上の満足と人間関係性の強化は人間信頼性を高

める。人間のポジティブな感情変化と関係性の構築はサービス場を理解し、共

創活動の効率性を促進する。それ故に人間性を重視するサービス視点で、共創

における価値創造に影響する要素は客観的ニーズの満足度だけではなく、関与

者の感情の満足度（ポジティブの心理変化）と人間関係の緊密度（力動的な緊

密度）が企業の共創活動に影響する重要な要素である。共創におけるサービス

価値はこの三つの要素で構成される。 

 

SRQ2. 企業間の共創活動における価値創造のサービス場はどんなものである

か？ 

図 3.5 示した企業間の共創活動における価値創造のサービス場は以下の要素

で構成される。 

１． 企業間の共創活動をする共創者（共創のサービス場におけるサービス提

供者とサービス受容者である。） 

２． 共創活動をする企業双方の共通の目的 

３． 知識創造を通して、共創活動の目的を達成するサービスプロセス 

 

図 3.5 価値共創のフレームワーク 
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サービス視点の共創におけるサービス場は、人の感情の満足、人間関係性の

強化と客観ニーズの満足の相互影響しあうことにより形成され、スパイラルに

深化していく。サービス場の機能は双方がサービス場の理解を深めることによ

って、時間の経過と共に、よりよいサービスができるようになる。このため、

知識創造を加速することができる。 

 

SRQ3. 企業間の共創活動において、価値創造を加速するサービスプロセスはど

のようになっているか？ 

企業の共創活動において、価値創造を加速するサービスプロセスは４モード

で構成する。 

１． サービスの必要性を探索する情報共有のプロセス 
（サービス共有化） 

２． サービスの妥当性を設定するサービス合意形成するプロセス 
（サービス表出化） 

３． 適切なサービスを提供するサービス協働プロセス 
（サービス表出化） 

４． サービス経験を形成するサービス知の蓄積プロセス 
（サービス内面化） 

共創におけるサービス提供者と受容者との情報共有プロセス、サービス合意

形成プロセス、適切なサービス提供プロセス及びサービス経験形成プロセスを

通じて、サービス場の理解が深まり、サービスの効率性を向上することができ、

知識創造を加速することができる。 

 

MRQ:企業間の共創活動における相互関係者は、どのようにサービスを相互提供

し合い、価値創造を加速するか？  

共創は、共創者が共に創発することである。共創活動は、双方の一連のサー

ビス行為に基づく知識創造の連続である。結果として得られる創造された知識

は、価値創造の総体とみなすことができる。 

企業間の共創活動の双方は以下のようにサービスを相互提供し合い、価値創

造を加速する。 

１．共創者の間に連続的なサービスを相互に提供しあう。 
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２．共創者の感情上の満足、人間関係性の強化と客観ニーズの満足の相互影

響しあうことにより、共創におけるサービス場の理解がスパイラルに深まり、

サービスを効率化する。 

３．共創における有効なサービス行為によって、知識創造を効率化すること

を通して、価値創造を加速する。 

企業の共創活動における相互関係者は、共創におけるサービスプロセスにお

いて、サービス提供者であり、サービス受容者である。このようなサービス提

供者と受容者は、人間関係性を強化し、客観ニーズを満足するようにサービス

プロセスを展開する。このために、双方の情報を共有し、サービス合意を形成

し、適切なサービスを提供し合い、そしてこれらのサービス経験を自己組織し

て次のサービスプロセスに取り込む。このようにサービス場の理解によって、

サービス支援の効率性を高め、知識創造を加速することにより、共創の目標を

達成するという価値創造を加速する。 
 
 
 

5.3 理論的な含意 

本研究では、企業の価値創造、知識創造とサービスプロセスの関連性を明確

した上で共創システムをサービスシステムとして捉え、新たなフレームワーク

を提案した。新たな企業共創フレームワーク（図 3.5）は、企業間の共創活動の

共通の目的、相互関係である共創者（サービス提供者であり、サービス受容者

である）と共創におけるサービスプロセスから構成することを明確し、劇場モ

デルと知識創造の SECI モデルをベースした新たな価値創造の方法論である。 

この新しい提案では、場におけるサービスの価値に注目した。共創者達は人

間の感情の満足、人間関係の強化と客観ニーズの満足が影響しあうことで、共

創におけるサービス場の理解を深める。よって相互のサービスの有効性が向上

する。知識創造の効率化を通して、価値創造を加速することができることを示

した。 
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図 3.5 価値共創のフレームワーク 

 
 
 

5.4 実務的な含意 
この新たな提案は、企業間の価値創造が共創におけるサービスプロセスで知

識創造を通して実現されることを明示し、企業間の価値創造に応用できること

を示している。これは、企業間の共創を考える時、共創活動のプロセスの設計

に有効である。また、実際の事例を通して検証を行い、ビジネス上に役に立つ

研究であることを実証した。 
 
 
 

5.4 今後の課題 
今後の課題として、以下のように二つがある。 

１．サービス場の有効情報の形成プロセスを明らかにする必要がある。共創の

成功に対して、人の合意は最も重要である。人の合意は人の意思決定に基づい

て形成する。有効情報は人の合意を形成するポジティブ情報と考えられる。人
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が合意する時、有効情報はどのように形成し、どのように人の意思決定に影響

するかを明確する必要がある。 
２．サービス視点で、共創における感情上の満足、人間関係性の強化に関する

具体的要因はどんなものであるか？これらの要因を明らかにすれば、明確な共

創のマネジメント手法の提案が可能になる。 
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